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  本研究の構成は以下の通りである。 次節では、 本研究で用いたデータと企業レベルの TFP 
の測定について説明する。 第 3 節では、 イノベーションの決定要因とイノベーションが TFP
上昇に与える効果に関する分析を行うためのモデルと分析結果を提示する。最終節では、
結果をまとめる。 
   
2．実証分析に利用したデータと TFP 測定について 
2.1 データについて 
  本研究で用いるデータは毎年行われている経済産業省の『企業活動基本調査』の個票デ
ータと 1999 年から 2001 年の活動を対象として 2003 年に行われた文部科学省科学技術政策
研究所『全国イノベーション調査』のミクロデータである。 『企業活動基本調査』は指定統
計の一つであり、従業者 50 人以上かつ資本金または出資金 3,000 万円以上の企業を対象に
した全数調査である。 『企業活動基本調査』のデータは平成 14 年調査以前には主に鉱業、
製造業、卸売業、小売業に属している企業のみを調査対象にしていたが、平成 14 年以降か
                                                  
1  ヨーロッパ諸国では、 イノベーション調査と企業財務データを接続してイノベーションと

















『企業活動基本調査』 のデータから、 イノベーションの成果にあたる TFP 上昇率が測定で
きる。一方、 『全国イノベーション調査』から、企業がイノベーションを実現したと考えて
いるか否かを知ることができる。我々はこの 2 つのミクロデータを接続した。なお、 『企業
活動基本調査』では 2001 年から調査対象産業が拡大され、2001 年前後にサンプルの断層が
見られる。そこで、2001 年の『企業活動基本調査』と『全国イノベーション調査』を接続
した。接続できた全企業数は 2404 社で、製造業が 1745 社、非製造業は 659 社であった。 
 
2.2 企業レベルの TFP の測定 
Good, Nadiri, and Sickles(1997)は、各企業の産出量と産業平均産出量の差から各生産要素
 3について各企業の投入量と産業平均投入量の乖離に各企業の生産要素シェアと産業平均生
産要素シェアの平均値を掛けた値を引いて求めた Caves, Christensen, and Diewert(1982)タイ
プの生産性指数にディヴィジア指数の離散時間近似による時系列接続方法を導入すること
によって、同一産業内の企業について、クロスセクションだけでなく時系列方向にも TFP
水準の比較を可能にした。彼らの方法によれば、企業ｆの t 期の TFP 水準  は、以下の式の
ように計算される。 
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ただし、Qf, t、Sn, f, t、Xn, f, tは、それぞれ、企業 f の t 期の産出、企業 f の t 期の投入要素 n の
コストシェアー、企業 f の t 期の投入要素 n の投入量を表す。各変数の上の傍線は各変数の
産業平均を表す。 『企業活動基本調査』の個票データを用いて 1994 年度から 2005 年度の各
企業の TFP 水準を測定した。 産業分類は、 『企業活動基本調査』 の 3 桁分類を使った。 なお、
商業については 15 産業（卸売業：10、小売業：5）にさらに細分化して分析を行った。ま
た、基準年はデータの初期時点である 1994 年にした。TFP の計測に利用したデータにつ
いては補論 A で詳述する。 
  このように計測された TFP 水準は企業間投入シェアの差異の存在や生産物市場にお
ける不完全競争を考慮できるという優れた面があるが、規模に対する収益不変、生産要
素市場の完全競争を仮定しなければならないという短所もある。   
 
3．実証分析モデルと結果 





















ただし、s=1,2,3 である。ここで、 は t 期に企業 f において起きたイノベーションのタイ
プ、つまりプロセス・イノベーション（s=1） 、プロダクト・イノベーション（s=2） 、プロセ
スとプロダクト・イノベーションが同時（s=3）とイノベーションが起きなった（s=0） 、を
表す。 は企業 f のｔ期におけるイノベーションの決定要因として考えられる企業特性変
数である。企業の特性に関する変数 として以下の変数を用意する。 
t f I ,
f Z
t f Z ,
t ,
1． TFP のレベル：企業の技術水準を表す。 
2． 企業の従業者数の対数値：企業規模を表す。 
3． 企業の研究開発の有無を表すダミー変数： 










何らかの協力関係があれば 1 で、それ以外は 0 
7． 企業の国際化程度を示すダミー変数 
















非製造業に分けて推計を行った。図表 3.1 と 3.2 に推計結果が示されている。 
 
 6（挿入  図表 3.1、3.2） 
 













































3.2 イノベーションは企業の TFP を上昇させるのか 
 8  『全国イノベーション調査』のデータは 1999 年から 2001 年までにおいて、イノベーシ
ョンがあったかどうかを調査しているので、イノベーションが起きた後に TFP が上昇した
かどうかを分析する上で基準年の設定が重要であると考えられる。本研究では、2001 年を
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  は企業 f のイノベーションが起きた t 期の τ + t f TFP , ln τ 年後における TFP レベルを表す。
イノベーションによる生産性上昇効果が表れるまでは少なくとも数年の時間を要すると
考えられる。このようなタイムラグを考慮するため、イノベーションが起きた年を 2001
年と考えて、その年の TFP レベルと比較して、イノベーションが起きた 2 年後、3 年後、
4 年後の TFP が上昇したかどうかを検証する。 
説明変数としては、我々が一番注目しているプロダクト・イノベーションのみ起きた
企業のダミー変数（Dproduct Innovation） 、プロセス・イノベーションのみ起きた企業のダミー変
数（ Dprocess Innovation） 、 二つのタイプのイノベーションが同時に起きた企業のダミー変数 （Dboth 






t f Z ,
 9っただけではなく、推計式に産業ダミーを入れた。表 3.2 の 4 列に示されたようにイノベー
ションが起きた企業の TFP 水準は高いので、イノベーションが起きた時点における企業間
TFP レベルの差をコントロールするためと生産性フロンティアから遠く離れている企業ほ
ど早く成長する収束効果をみるために、2001 年の TFP レベルを説明変数として含めた。 
イノベーションによる TFP 上昇効果に関する製造業と非製造業の推計結果は図表 3.3、
3.4、3.5 に示されている。製造業の結果は図表 3.3 と図表 3.4 である。図表 3.3 は製造業全


























いる企業に比べて 3％以上高く、 機械産業と化学産業では 2％ぐらい高いことが観察される。  




ル A と同様な傾向を示している。 
TFP 上昇率の決定要因別の効果をみると、 TFP 上昇率に与える企業の国際化の程度 （企業
の市場範囲を代理変数とした場合）の効果が一番大きく、プロダクト・イノベーション効








                                                  
2スウェーデンに関する既存研究としては Loof and Heshmati(2002),  フランスについては、
 11する。 
IT ネットワークと TFP 上昇率は正の関係にあることは多くの既存研究によって確認され
てきた（Motohashi(2007), Atrostic and Nguyen (2002)を参照） 。二つのタイプ（企業間、企業
内）の IT ネットワークの中で企業内の IT ネットワークのみが TFP を上昇させていること
が確認できる。 
外資系企業のダミーと新規企業ダミーは統計的に有意ではなかった。図表 3.3 の 2 列‐3
列で、マーケットシェアは 3 年後以降の TFP 上昇率に有意な負の効果を持つことが示され
ている。この結果は市場競争が企業の生産性を上昇させるという Nickell (1996)と Okada
（2005）の結果と整合的である。 














                                                                                                                                                  
Duguet (2004),  オランダについては Klomp and van Leeuwen (2001)を参照されたい。 
 12イノベーションの効果は有意ではないが、 すべての推計式において正である。 製造業では、
プロダクト・イノベーションが 2 年後の TFP 上昇率に与える効果が大きいが、非製造業で




業と非製造業間の TFP 上昇率の決定要因はかなり異なることが推測できる。 
 
（挿入  図表 3.5） 
 
4．おわりに 
































実質化のための中間投入デフレーターは JIP2008 の中間投入デフレーターを 「企業活動基本
調査」の 3 桁産業分類に合わせて作成した。 
 
3． 資本 












t f t f KNB
K
KNB K ⋅ = , ,  
 
ただし、 「企業活動基本調査」で報告されている有形固定資産額には土地を含まれている。
土地に関する報告は 1995 年と 1996 年しかされてない。ここでは、有形固定資産額に対す
る土地の割合の産業平均を 1995 年と 1996 年のデータで計算し、各年の簿価の有形固定資
産額からこの割合の分を引くことによって土地を除いた簿価表示の有形固定資産額 
(KNB








3  『法人企業統計調査』の産業分類に基づいて投資デフレーターを再集計し、作成した。 









tは、産業 i の t 期の簿価の「当期末その他の有形固定資産」である。 
産業の平均労働時間を掛けて算出した。平均労働時





































ここで、zf,t  は、1 単位の投資に対する固定資本減耗の節税分、ut  は法人実効税率、λf,t  は企
業の自己資本比率、rt  は長期市場金利(利付き国債利回り(10 年のも
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4  時期による資本財構成の変化による資本減耗率の変化を考慮するため、 JIP2008 の実質資
本ストックと資本財別の償却率を用いて、 『法人企業統計調査』産業分類別・年別に償却率
を計算している。 
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of Industrial Organization, Vol.11, pp.573-591. 図表3.1　製造業企業に対する多項ロジットモデル(Multinomial Logit Model)の推計結果：どのような企業でイノベーションが起きるのか
係数値 標準偏差 係数値 標準偏差 係数値 標準偏差
TFPレベル（2001） 0.050 ( 0.026 ) * 0.081 ( 0.108 ) 0.126 ( 0.097 )
企業規模 0.004 ( 0.004 ) 0.042 ( 0.016 ) *** 0.063 ( 0.015 ) ***
研究開発有無ダミー 0.169 ( 0.054 ) ** 0.356 ( 0.080 ) *** -0.013 ( 0.071 )
アメリカ研究開発拠点ダミー -0.002 ( 0.020 ) -0.166 ( 0.047 ) *** -0.040 ( 0.090 )
国内研究開発拠点ダミー 0.026 ( 0.006 ) *** 0.096 ( 0.039 ) ** 0.012 ( 0.049 )
外資系ダミー -0.037 ( 0.005 ) *** 0.215 ( 0.148 ) 0.235 ( 0.143 ) *
国内グループ会社ダミー 0.017 ( 0.010 ) 0.177 ( 0.037 ) *** 0.272 ( 0.037 ) ***
協力経験あるダミー 0.007 ( 0.007 ) 0.015 ( 0.026 ) 0.047 ( 0.025 ) *
市場範囲が国際的な企業ダミー -0.007 ( 0.010 ) 0.018 ( 0.037 ) 0.056 ( 0.036 )




中央・地方政府機関から信用保証ダミー 0.018 ( 0.026 ) 0.053 ( 0.072 ) 0.257 ( 0.081 ) ***
イノベーションを保護するために特許など
の制度的な手段を使った経験ダミー
-0.009 ( 0.008 ) 0.173 ( 0.031 ) *** 0.110 ( 0.028 ) ***
イノベーションを保護するために戦略的な
手段を使った経験ダミー
0.008 ( 0.008 ) 0.137 ( 0.030 ) *** 0.147 ( 0.029 ) ***
新規設立会社ダミー（1999－2001） -0.043 ( 0.006 ) *** 0.017 ( 0.106 ) 0.129 ( 0.091 )
マーケットシェア（2001） -0.045 ( 0.047 ) -0.354 ( 0.226 ) -0.064 ( 0.218 )
化学産業ダミー -0.007 ( 0.010 ) 0.072 ( 0.053 ) -0.032 ( 0.039 )
電機産業ダミー -0.013 ( 0.009 ) 0.010 ( 0.041 ) -0.001 ( 0.037 )
輸送用機械ダミー -0.015 ( 0.008 ) * 0.004 ( 0.044 ) -0.023 ( 0.038 )
一般機械（精密機械含む）ダミー -0.015 ( 0.008 ) * 0.064 ( 0.045 ) 0.005 ( 0.039 )









            ：どのような企業でイノベーションが起きるのか
係数値 標準偏差 係数値 標準偏差 係数値 標準偏差
TFPレベル（2001） 0.000 ( 0.008 ) -0.187 ( 0.093 ) ** 0.032 ( 0.103 )
企業規模 0.005 ( 0.002 ) *** 0.024 ( 0.020 ) 0.081 ( 0.026 ) ***
研究開発有無ダミー 0.018 ( 0.011 ) 0.483 ( 0.121 ) *** 0.094 ( 0.113 )
アメリカ研究開発拠点ダミー -0.024 ( 0.006 ) *** 0.175 ( 0.147 ) -0.049 ( 0.097 )
国内研究開発拠点ダミー -0.009 ( 0.005 ) * 0.181 ( 0.043 ) *** 0.041 ( 0.057 )
外資系ダミー -0.013 ( 0.003 ) *** 0.539 ( 0.244 ) ** 0.018 ( 0.218 )
国内グループ会社ダミー 0.014 ( 0.009 ) * 0.159 ( 0.074 ) ** 0.454 ( 0.077 ) ***




市場範囲が国際的な企業ダミー 0.012 ( 0.012 ) -0.010 ( 0.083 ) 0.124 ( 0.112 )
中央・地方政府機関から補助金支援ダミー 0.027 ( 0.023 ) 0.124 ( 0.133 ) 0.203 ( 0.165 )
中央・地方政府機関から信用保証ダミー -0.015 ( 0.004 ) *** 0.296 ( 0.176 ) * 0.438 ( 0.176 ) **
イノベーションを保護するために特許など
の制度的な手段を使った経験ダミー
0.003 ( 0.006 ) 0.210 ( 0.061 ) *** 0.052 ( 0.059 )
イノベーションを保護するために戦略的な
手段を使った経験ダミー
-0.003 ( 0.005 ) 0.035 ( 0.053 ) 0.351 ( 0.080 ) ***
新規設立会社ダミー（1999－2001） -0.016 ( 0.004 ) *** 0.132 ( 0.159 ) -0.146 ( 0.065 )* *
マーケットシェア（2001） 0.000 ( 0.018 ) -0.165 ( 0.317 ) -0.384 ( 0.259 )
商業ダミー 0.010 ( 0.007 ) 0.098 ( 0.077 ) 0.091 ( 0.120 )









パネルA： 係数値 ｔ値 係数値 ｔ値 係数値 ｔ値 係数値 ｔ値
Dproduct innovation　（1999-2001） 0.011 [   3.12 ] *** 0.006 [   2.10 ] ** 0.006 [   2.55 ]  ** 0.027 [   3.47 ] ***
Dprocess innovation　（1999-2001） 0.002 [   0.26 ] -0.003 [ -0.42 ] 0.001 [   0.29 ] 0.040 [   3.34 ] ***
Dboth innovation　（1999-2001） 0.010 [   2.67 ] *** 0.006 [   1.96 ] ** 0.006 [   2.09 ]  ** 0.048 [   5.85 ] ***
TFPレベル（2001） -0.067 [ -3.34 ] *** -0.064 [ -3.60 ] *** -0.046 [ -3.02 ]  ***
化学産業ダミー 0.024 [   5.18 ] *** 0.025 [   6.30 ] *** 0.022 [   6.32 ]  *** 0.079 [   6.46 ]  ***
電機産業ダミー 0.036 [   6.78 ] *** 0.035 [   7.04 ] *** 0.034 [   7.76 ]  *** 0.126 [   9.45 ]  ***
輸送用機械ダミー 0.008 [   2.45 ] ** 0.009 [   3.79 ] *** 0.010 [   5.11 ]  *** 0.015 [   2.01 ]  **
一般機械（精密機械含む）ダミー 0.026 [   4.79 ] *** 0.024 [   5.60 ] *** 0.023 [   6.74 ]  *** 0.015 [   1.76 ]  *
金属製品・窯業産業ダミー 0.005 [   1.66 ] * 0.003 [   1.26 ] 0.001 [   0.24 ] 0.021 [   3.13 ]  ***
定数項 -0.007 [ -3.14 ] *** -0.002 [ -1.21 ] 0.000 [ -0.06 ] -0.042 [ -8.90 ]  ***
R-squared 0.074 0.093 0.119 0.148















Dproduct innovation　（1999-2001） 0.009 [   2.46 ]  ** 0.004 [   1.53 ] 0.005 [   1.92 ] * 0.020 [   2.56 ]  **
Dprocess innovation　（1999-2001） 0.000 [   0.01 ] -0.004 [ -0.65 ] 0.000 [   0.03 ] 0.033 [   2.82 ] ***
Dboth innovation　（1999-2001） 0.006 [   1.46 ] 0.004 [   1.19 ] 0.004 [   1.47 ] 0.025 [   3.11 ] ***
TFPレベル（2001） -0.073 [ -3.45 ] *** -0.065 [ -3.52 ] *** -0.045 [ -2.84 ]  ***
企業間ＩＴネットワーク導入ダミー（2001） 0.001 [   0.23 ] -0.002 [ -0.69 ] 0.001 [   0.27 ] 0.009 [   1.58 ]
企業内ＩＴネットワーク導入ダミー（2001） 0.007 [   1.88 ]  * 0.007 [   2.38 ] ** 0.005 [   2.42 ]  ** 0.011 [   1.52 ]
国内グループ会社ダミー（1999-2001） 0.006 [   1.84 ]  * 0.007 [   2.99 ] *** 0.005 [   2.59 ]  *** 0.028 [   4.68 ]  ***
外資系ダミー（1999－2001） 0.006 [   0.38 ] -0.003 [ -0.17 ] -0.005 [ -0.39 ] 0.114 [   2.70 ]  ***
市場範囲が国際的な企業ダミー（1999－200 0.016 [   3.49 ]  *** 0.013 [   3.20 ] *** 0.011 [   3.45 ]  *** 0.002 [   0.19 ]
マーケットシェア（2001） 0.001 [   0.04 ] -0.027 [ -1.90 ] ** -0.037 [ -2.39 ]  ** 0.319 [   6.50 ]  ***
新規設立会社ダミー（1999－2001） -0.001 [ -0.08 ] -0.012 [ -1.33 ] 0.000 [ -0.02 ] 0.013 [   0.51 ]
化学産業ダミー 0.021 [   4.51 ] *** 0.023 [   5.58 ] *** 0.020 [   5.67 ]  *** 0.074 [   6.34 ]  ***
電機産業ダミー 0.032 [   6.01 ] *** 0.032 [   6.14 ] *** 0.031 [   6.69 ]  *** 0.122 [   9.09 ]  ***
輸送用機械ダミー 0.005 [   1.57 ] 0.007 [   2.62 ] *** 0.008 [   3.41 ]  *** 0.018 [   2.39 ]  **
一般機械（精密機械含む）ダミー 0.021 [   3.96 ] *** 0.020 [   4.68 ] *** 0.020 [   5.74 ]  *** 0.017 [   1.93 ]  *
金属製品・窯業産業ダミー 0.004 [   1.20 ] 0.002 [   0.82 ] -0.001 [ -0.26 ] 0.018 [   2.69 ]  ***
定数項 -0.014 [ -3.71 ] *** -0.008 [ -2.73 ] *** -0.005 [ -2.10 ]  ** -0.068 [ -8.91 ]  ***
R-squared 0.089 0.114 0.140 0.204
サンプル数 1,523 1,491 1,435 1,714
注）１．t値は不均一分散を考慮した値である。　2．*p<0.1, **p<0.05, ***p<0.01
22図表3.4 イノベーション効果分析結果（製造業）：独立会社のみ
パネルA： 係数値 ｔ値 係数値 ｔ値 係数値 ｔ値
Dproduct innovation　（1999-2001） 0.016 [   3.62 ] *** 0.008 [   2.15 ] ** 0.008 [   2.55 ] **
Dprocess innovation　（1999-2001） 0.011 [   1.23 ] 0.007 [   0.77 ] 0.004 [   0.52 ]
Dboth innovation　（1999-2001） 0.006 [   1.27 ] 0.006 [   1.73 ] * 0.003 [   0.84 ]
TFPレベル（2001） -0.099 [ -3.47 ] *** -0.084 [ -3.53 ] *** -0.077 [ -3.71 ] ***
化学産業ダミー 0.029 [   5.00 ] *** 0.028 [   5.36 ] *** 0.029 [   6.56 ]  ***
電機産業ダミー 0.031 [   4.41 ] *** 0.031 [   4.35 ] *** 0.035 [   5.64 ]  ***
輸送用機械ダミー 0.011 [   2.95 ] *** 0.007 [   2.41 ] ** 0.012 [   4.97 ]  ***
一般機械（精密機械含む）ダミー 0.018 [   3.14 ] *** 0.019 [   4.10 ] *** 0.023 [   5.85 ]  ***
金属製品・窯業産業ダミー 0.008 [   2.01 ] ** 0.003 [   0.83 ] 0.003 [   0.98 ]
定数項 -0.010 [ -3.75 ] *** -0.004 [ -2.16 ] ** -0.004 [ -2.07 ]  **
R-squared 0.100 0.112 0.157













サンプル数 917 914 874
パネルB：
Dproduct innovation　（1999-2001） 0.014 [   3.17 ]  *** 0.007 [   1.92 ]  ** 0.006 [   2.11 ]  **
Dprocess innovation　（1999-2001） 0.009 [   1.06 ] 0.006 [   0.64 ] 0.003 [   0.35 ]
Dboth innovation　（1999-2001） 0.002 [   0.48 ] 0.005 [   1.37 ] 0.001 [   0.25 ]
TFPレベル（2001） -0.104 [ -3.45 ] *** -0.085 [ -3.35 ] *** -0.078 [ -3.52 ] ***
企業間ＩＴネットワーク導入ダミー（2001） 0.002 [   0.58 ] 0.001 [   0.41 ] 0.002 [   0.97 ]
企業内ＩＴネットワーク導入ダミー（2001） 0.005 [   1.15 ] 0.004 [   1.07 ] 0.004 [   1.27 ]
外資系ダミー（1999－2001） 0.012 [   0.73 ] -0.001 [ -0.04 ] -0.002 [ -0.15 ]
市場範囲が国際的な企業ダミー（1999－200 0.018 [   2.96 ]  *** 0.008 [   1.58 ] 0.010 [   2.48 ]  **
マーケットシェア（2001） -0.002 [ -0.07 ] -0.012 [ -0.50 ] -0.004 [ -0.20 ]
新規設立会社ダミー（1999－2001） -0.006 [ -0.73 ] -0.018 [ -0.85 ] -0.030 [ -1.71 ]  *
化学産業ダミー 0.026 [   4.26 ] *** 0.026 [   4.85 ] *** 0.028 [   6.12 ]  ***
電機産業ダミー 0.026 [   3.64 ] *** 0.029 [   3.85 ] *** 0.032 [   4.96 ]  ***
輸送用機械ダミー 0.008 [   2.17 ]  ** 0.006 [   1.90 ]  * 0.011 [   4.14 ]  ***
一般機械（精密機械含む）ダミー 0.012 [   2.17 ] *** 0.016 [   3.66 ] *** 0.020 [   5.26 ]  ***
金属製品・窯業産業ダミー 0.007 [   1.83 ]  ** 0.002 [   0.75 ] 0.003 [   0.93 ]
定数項 -0.014 [ -3.17 ] *** -0.007 [ -2.05 ]  ** -0.007 [ -2.38 ]  **
R-squared 0.115 0.118 0.169
23図表3.5 イノベーション効果分析結果（非製造業）：独立会社とグループ会社
パネルA： 係数値 ｔ値 係数値 ｔ値 係数値 ｔ値 係数値 ｔ値
Dproduct innovation　（1999-2001） 0.004 [   0.32 ] 0.012 [   1.30 ] 0.006 [   0.79 ] -0.051 [ -1.81 ] *
Dprocess innovation　（1999-2001） 0.006 [   0.30 ] 0.006 [   0.37 ] 0.009 [   0.75 ] 0.019 [   0.42 ]
Dboth innovation　（1999-2001） -0.013 [ -1.19 ] -0.004 [ -0.57 ] -0.009 [ -1.48 ] 0.015 [   0.52 ]
TFPレベル（2001） -0.152 [ -6.77 ] *** -0.122 [ -7.10 ] *** -0.072 [ -4.98 ]  ***
商業ダミー 0.018 [   1.57 ] 0.026 [   2.13 ] ** 0.009 [   0.91 ] 0.040 [   1.85 ]  *
サービス業ダミー 0.032 [   2.47 ] ** 0.034 [   2.60 ] *** 0.027 [   2.44 ]  ** 0.077 [   2.75 ]  ***
定数項 -0.002 [ -0.15 ] -0.022 [ -1.85 ] * -0.005 [ -0.54 ] -0.023 [ -1.31 ]
R-squared 0.142 0.158 0.122 0.012
















サンプル数 481 467 456 565
パネルB：
Dproduct innovation　（1999-2001） 0.005 [   0.39 ] 0.011 [   1.28 ] 0.006 [   0.69 ] -0.061 [ -2.11 ]  **
Dprocess innovation　（1999-2001） 0.006 [   0.29 ] 0.005 [   0.35 ] 0.006 [   0.54 ] 0.014 [   0.30 ]
Dboth innovation　（1999-2001） -0.013 [ -1.13 ] -0.006 [ -0.74 ] -0.012 [ -1.90 ]  * 0.007 [   0.24 ]
TFPレベル（2001） -0.150 [ -6.71 ] *** -0.119 [ -7.33 ] *** -0.071 [ -5.06 ]  ***
企業間ＩＴネットワーク導入ダミー（2001） 0.004 [   0.41 ] 0.000 [ -0.03 ] 0.006 [   1.13 ] 0.015 [   0.68 ]
企業内ＩＴネットワーク導入ダミー（2001） 0.017 [   1.61 ] 0.033 [   3.98 ] *** 0.016 [   2.23 ]  ** -0.027 [ -0.87 ]
国内グループ会社ダミー（1999-2001） -0.005 [ -0.37 ] -0.003 [ -0.33 ] 0.001 [   0.08 ] 0.031 [   1.02 ]
外資系ダミー（1999－2001） -0.036 [ -0.67 ] -0.023 [ -0.63 ] -0.004 [ -0.16 ] -0.034 [ -0.38 ]
市場範囲が国際的な企業ダミー（1999－200 -0.006 [ -0.26 ] -0.004 [ -0.27 ] 0.010 [   0.76 ] 0.043 [   0.89 ]
マーケットシェア（2001） 0.029 [   0.61 ] 0.032 [   0.92 ] 0.029 [   0.89 ] 0.159 [   0.94 ]
新規設立会社ダミー（1999－2001） -0.008 [ -0.18 ] -0.042 [ -1.41 ] -0.041 [ -2.38 ]  ** 0.240 [   1.95 ]  *
商業ダミー 0.020 [   1.63 ] 0.026 [   2.21 ] ** 0.009 [   0.94 ] 0.046 [   1.71 ]  *
サービス業ダミー 0.029 [   2.07 ] ** 0.027 [   2.14 ] ** 0.025 [   2.21 ]  ** 0.088 [   2.81 ]  ***
定数項 -0.017 [ -1.30 ] -0.047 [ -3.64 ] *** -0.022 [ -1.94 ]  ** -0.027 [ -0.79 ]
R-squared 0.158 0.184 0.144 0.032
サンプル数 481 467 456 565
注）１．t値は不均一分散を考慮した値である。　2．*p<0.1, **p<0.05, ***p<0.01
24